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アジア経済と世界経済のリビジョン
－購買力平価の新推計値はアジア経済のサイズを上方改訂

• アジア、欧州、米国経済のＧＤＰ規模の相対比較, 1970-2012 
 ICP（国際比較研究プロジェクト）の2011ラウンドによるPPPが2014年4月に公開され、国家間の水

準比較としての姿は大きく改訂（Databook2013でのPPP（購買力平価）は2005ラウンドの結果）

 アジア（Asian23国）はこれまで過小評価：PPP改訂によって2011年の経済規模は21％拡大。

 アジア経済の生産水準は1982年において米国を上回る（改訂前の1990年から8年前倒し）。

 2012年に米国の2.3倍へ。
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アジア諸国の価格水準におけるリビジョン
－ほとんどのアジア諸国の購買力を上方へと改訂

• 価格水準指数（PPP/為替レート）, 2011 
 前推計（ICP2005）に比して、多くの国でPPPが

下方へと改訂。（＝各国の購買力が上方へ改
訂。）それによって、経済のサイズは上方へと
改訂。

 大幅な上方改訂：ミャンマー (47%), インドネシ
ア (45%), モンゴル (36%), ラオス (35%), パキ
スタン (34%), ネパール (31%), スリランカ
(31%), インド (24%), 中国 (16%)など。

 日本、香港、台湾、韓国などでは改訂は軽
微。しかし、シンガポールでは16%も経済のサ
イズが拡大。
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労働生産性のパフォーマンス：過去40年
－アジア地域の平均労働生産性は90年代、2000年代と加速

• 一人あたり平均労働生産性（ALP）の成長率, 1970–1990, 1990–2000, 2000–2012
 アジアのALP成長率は、1970-90年平均の2.2%から、90年代には3.3%、2000年代には4.5%へ加速。

 台湾、韓国、香港などでは1970-80年代をピークに減速。

 マレーシア、タイ、シンガポール、などでは1990年代をピークに減速。中国は継続。

 ミャンマー、モンゴル、イラン、インドなどでは2000年代にギアチェンジして加速。
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アジア諸国の労働生産性ギャップ
－発展を続けるアジア諸国のキャッチアップにはまだ大きな余地

• 時間あたり労働生産性ギャップ, 2012
 日本の長期実質労働生産性の推移のもとに

アジア諸国の現在をプロットしたとき、多くのア
ジア諸国は依然として1950年代から1970年代
初期の労働生産性の水準（現在の日本の10-
30％の水準）。

 キャッチアップには大きな余地があるし、後発
の利益で加速もするだろう。

 ただし時間を要する。日本が現在の生産性水
準の30％から70%へ労働生産性を高めるに
は、 1970年から1991 年まで21年要した。

 香港、台湾、韓国はそれぞれおよそ15年, 16
年,17年で実現。20-30％くらいの加速は期待
できるが、それでも時間が必要。
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資本蓄積と経済成長
－経済成長における主要なエンジンは、成長レベルによらず資本蓄積

• アジアおよびＯＥＣＤ諸国の経済成長の源泉, 2000–2011
 経済成長における資本投入量の貢献の重要性は、成長するアジア諸

国のみならず、成熟したOECD諸国の経済においても同様。（右図のよ
うに、実質経済成長率と資本貢献度（寄与率）はほぼ無相関）

 経済成長および労働生産性を高めるためには、高い資本成長率、大き
な投資比率が必要（2012年でAsia23はGDPの36％の資源を投資へ）

 OECD諸国における成長との大きな違いは、労働投入にも資本投入にも
よらない成長である、TFP成長率の恩恵があること：2000年代、中国で
年率3.9%, モンゴルで3.8%、インド 3.1%など
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全要素生産性（TFP）成長率
－アジア諸国は2000年代に高いTFP成長率を享受

• TFP成長率, 過去40年
 1990年代から2000年代で12か国で改善: モンゴル(-

0.1%→4.0%), インド(1.7%→2.9%), タイ(-0.1%→2.2%) , インドネ
シア(-0.6%→1.8%)

 同年代で減速: 中国(5.1%→3.7%), ベトナム(3.8% →1.5%), スリ
ランカ (3.1% →2.2%) 

 より発展段階の高い国の成長では、TFP成長率の貢献（寄与
率）がより重要（右図）
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全要素生産性の成長と製造業の役割
－TFP成長率と製造業シェアには正の相関

• ＴＦＰ成長率（2000–2012年）と 製造業付加価値シェア（2012年）
 アジア諸国では製造業はGDPの15–30%を占める（2012年）

 高い製造業シェアでは、高いTFP成長を享受できている（下図）

 中国の賃金上昇。相対的に安価な労働コストの国では製造業を拡大
し、TFPを享受できる余地あり。
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生産、エネルギー、二酸化炭素排出量
－アジアは世界の40％を生産するために、世界の半分以上のＣＯ２を排出

• 世界GDPシェア、エネルギー消費シェア、CO2排出シェア, 2011年
 アジアは、世界の40%を生産し、43%のエネ消費、51%のCO2排出。

 米国は、世界の20%を生産し、17%のエネ消費、16%のCO2排出。

 欧州は、世界の20%を生産し、13%のエネ消費、11%のCO2排出。
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エネルギー生産性
－拡張するアジア経済でのエネ生産性改善は、世界の持続可能な成長に不可欠

• CO2排出拡大の源泉, 2000–2011年
 アジアにおけるCO2拡大の主要因は、生産の拡大。しかし、多くの国ではエ

ネルギー生産性の改善（エネ節約的）に貢献している。

 しかしながら、エネルギーにおける炭素依存度（おもに石炭火力）を高めてし
まっている（ベトナム、バングラデシュ、カンボジア、ラオス、中国など）

 シンガポールはエネ効率の改善に投資せずに、低炭素（LNG火力）へ尽力

 労働生産性とエネ生産性の水準にはＣ型のカーブ検出（右図）。エネ節約＆
低炭素技術のアジア成長国への普及をどう推進するか、両者の両立が重要
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アジアにおける労働者数拡大の見通し
－2020年には1.7億人がアジアの労働市場で増加。

• 2020年と2030年の労働者数の拡大と労働者数成長率
 アジア1.68億人のうちの42%はインドで拡大。 10%はインドネシア、7.5%はパキスタンで増加。

 2030年には現在より3.41億人の増加。
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アジアの経済成長見通し
－アジア経済の拡大は2010年代、2020年代も継続する見通し

• 年平均経済成長率の見通し, 2012–2020年と2020–2030年
 2012-2020年の年平均経済成長率は6.2%と、2005-12年の6.4%（実績）よりも微減であるがほぼ継続。

 2020年代には、おもに中国経済成長の減速を反映して年率5.0%にまで低下。

 パキスタン、フィリッピン、イランなどでは、今後20年間の成長が加速する見通し。
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アジアの労働生産性成長率の見通し
－労働生産性の大幅な改善が続く

• 2012–2020年と2020–2030年の労働生産性の年平均成長率の見通し
 2012-20年のアジアのALP成長率は年率5.1%と、2005–12年の5.3%から微減であるが継続。

 2020年代、ALP成長率は4.1%にまで減速。

 アセアン諸国は、2020年代においても高いALP成長を実現。
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for ROC 2014-2060; APO , APO Productivity Databook 2014; Asia-QALI Database 2014 (under construction)).
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